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I 少年犯罪に対する少年法と刑事訴訟手続の関係
(1) 少年法と刑事訴訟手続の聞における連携と断絶
14歳以上の少年 (20歳未満〔少2条 l項J)の犯罪については，刑法において刑事
訴訟手続の対象として明示されているにもかかわらず(刑41条)，刑法および刑事
訴訟法の特別法である少年法が優先的に適用されることになっている(少 1条・ 3
条 1項 I号・ 40条参照)。このため，後述する全件送致主義にもとづいて捜査機関か
ら送致された少年の犯罪事件(非行としての犯罪)は，すべて少年保護事件として
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家庭裁判所に係属するだけでなく， r刑事処分相当j を理由として例外的に検察官
送致(逆送)される場合(少20条)を除いて，刑事訴訟手続の対象とされることは
ありえない1)2)。他方，少年年齢の上限 (20歳未満)の判断基準について処分・裁
判時説を前提とする運用(処分・裁判時)が確立していることから3)，少年時に家
庭裁判所に係属した犯罪少年で、あっても，処分・裁判時までの聞に(調査段階また
は審判段階で)成人を迎えた者については，年齢超過による審判不開始事由(少 19
条2項)または不処分事由(少 23条3項)に該当するものとして検察官送致(年超
検送)をしなければならない4)5)。このような関係を見る限りでは，少年による犯
罪事件への対応において，少年法と刑事訴訟手続との聞には有機的な連携が予定さ
れていると言うことができる。
これに対して，少年法の対象者が処分・裁判時を基準として決定される一方で，
全件送致主義の遵守に対する制度的担保ないしは保障が存在しないことからは，少
年時の犯罪を検察官が少年の段階では家庭裁判所に送致せずに，少年が成人するの
を待って刑事訴追し，通常の刑事訴訟手続に係属させるといった，少年法の趣旨を
没却(ひいては潜脱)するような運用が事実上ありうることも否定できない。極端
な事例を想定すれば，少年の犯罪について検察官が確実に刑事処分を獲得しようと
考える場合には，家庭裁判所に対する拘束力を持たない「刑事処分相当」の処遇意
見(審判規則8条3項)を付して少年を家庭裁判所に送致するよりは，少年が成人
するのを待って刑事訴追する方法を選択することさえも不可能ではない。このよう
な選択がなされる場合には，公訴時効(刑訴250条)という時間的制約が唯一の歯
止めとして機能しうるだけでしかなし可塑性の高さを前提とする少年の健全育成
の理念(少 1条)は否定され，ひいては少年法の意義と存在が無視されることにも
なりかむない。こうした運用の可能性が排除されていない点では，少年法と刑事訴
訟手続との聞には明らかな断絶が存在している。後述するように，特に少年犯罪の
一事不再理効や救済制度の問題をめぐって，条文の文理解釈から妥当な結論を導く
ことが困難である場合に，実務における適切な対応に大きな期待を表明する裁判例
や学説が多いのも，このような制度的対応の限界が意識されているからにはかなら
ない。こうした状況のもとでは，少年法と刑事訴訟手続との関係について，解釈論
ですべてを決着することは必ずしも適切ではなし実質的観点から妥当な解決を求
めるべき場合のあることに注意が必要となる。
このような状況が見られるなかで，最近，少年犯罪に対する検察官の対応に重大
な疑問を感じさせる事案(以下， I本件」という)の存在が明らかになった6)。以
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下，本件事案を手がかりとして，少年法研究者としての立場から，少年犯罪の扱い
における少年法と刑事訴訟手続の関係(あり方)について考えてみたい。以下の検
討を先取りして言えば，本稿の結論は，検察官の対応とそれを追認した横浜地裁の
判断を批判するものである。
(2) 事案の概要
検察官の刑事訴追にもとづいて刑事裁判で認定された事案の概要は，次のような
ものであった。被告人X(行為当時 16歳4カ月)は，平成 15年 12月6日の未明，
友人の y(当時 15歳)を同乗させて原動機付自転車を運転中にハンドノレ操作を誤っ
た過失により，自車左側部を歩道縁石に接触させてYの左足を同歩道に設置され
た鉄製支柱に衝突きせ， Yを自車から落下させて同支柱の鎖に衝突させたうえ，路
上に転倒させ，よってYに高次脳機能障害の後遺症を伴う入院加療約 210日聞を
要するびまん性脳損傷，脳挫傷，左下腿骨骨折の傷害を負わせた。
本件については，事故の直後から Xを運転者とする業務上過失傷害および道路
交通法違反の容疑で捜査がなされたが，平成 19年9月5日付で， 19歳になって間
もないXに対して， r平成 18年 11月30日，公訴を提起しない処分をしましたJ
とする内容の不起訴処分告知書が検察官から Xに交付されている。不起訴処分告
知書は，刑事訴訟手続の対象となる被疑者に対して交付されるが(刑訴259条，事
件事務規程〔法務省訓令)72条l項前段)，少年事件を家庭裁判所に送致しない場合
(不送致処分)にも用いられる(事件事務規程72条1項後段)。また，後述するよう
に，少年法の全件送致主義と少年の要保護性判断における家庭裁判所の専権から，
検察官が少年犯罪について不送致処分を選択できるのは，犯罪の嫌疑が認められな
い場合に限られており(少41条前段)，要保護性の不存在を理由として不送致を選
択することはあり得ない。したがって， 19歳の少年である Xに交付された不起訴
処分告知書の実質は，検察官が「不送致処分」とせぎるを得なかったことの告知で
あり，その根拠は，犯罪の嫌疑が存在しなかったこと，ないしは嫌疑が不十分で
あったこと(事件事務規程72条2項17号・ 18号)に尽きるものである。もっとも，
不送致処分の判断を根拠づけた事実(犯罪の嫌疑を否定する事実)については必ずし
も明らかではない。おそらくは，脳障害を負って入院していたYからの事情聴取
が相当期聞にわたって不可能であったことなどから，事故直後の捜査において， X
とYのいずれが原動機付自転車を運転していたかが確定できなかったことによる
ものと推測される。
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しかし，その後，平成 19年 12月6日付で， Yから検察審査会に対して， Xの刑
事訴追を求める申立て(検察官の不送致処分に対する不服申立)がされることになっ
た。その後，検察官は，この検察審査会への不服申立を契機として，平成 20年9
月に独自の追加的な捜査に着手した。さらに，この捜査にもとづいて，検察官は，
Xが原動機付自転車を運転していたという事実を前提として，平成 20年 11月28
日，すでに 21歳になっていたXに対して，業務上過失傷害罪(平成 18年改正前の
刑法211条1項後段)で横浜地方裁判所に刑事訴追した。そして，公訴提起を受け
た横浜地裁は，平成 22年 12月22日， Xに対して，懲役 1年執行猶予3年の有罪
判決を言い渡したのである。
他方，以上のような一連の事実について，弁護人は，検察官の対応(少年時に不
送致処分で決着した事実を前提として成人後に改めて刑事訴追したこと)に対して重大
な疑問を提起し，公訴棄却とすべきことを強〈主張していた。こうした弁護人の立
場からは，検察官の対応を追認した横浜地裁の判断も当然に問題視され，不適切な
ものとして否定的に評価されることになる。
I 少年法における全件送致主義の意義
(1) 検察官先議主義から全件送致主義への転換
1 わが国においては， 1922年に制定された旧少年法(大正 11年法律42号)に
よって，少年の犯罪について，通常の刑事訴訟手続とは異なる手続で扱う可能性が
認められることになった。ただ，旧少年法は，その対象(少年)を 18歳未満とし
たうえで (1日少 1条)，少年の犯罪に対しでも刑事処分で対応することを原則と
し，保護処分での対応を例外的に認める点で，保護優先主義を前提とする現行の少
年法と大きく異なっていた。旧少年法のもとでは，① 14歳以上の少年が死刑・無
期・短期3年以上の懲役・禁鏑が法定されている犯罪(一定の重罪)を行った場合
と，② 16歳以上の少年が犯罪(罪種等による限定はない)を行った場合，検察官
は，刑事訴追するかどうかについての選別権を与えられていた(旧少 27条)。その
ため，少年の犯罪のうちで少年保護手続(少年審判所での扱い)の対象となるもの
は， 14歳以上 16歳未満の少年による軽微な犯罪と，①②のうちで検察官が不起訴
処分を選択した事案に限られていたのである(旧少29条・ 62条)。
このような扱いは，少年犯罪についても検察官先議主義を当然の前提とするもの
であり，その点で通常の刑事訴訟手続と異なるところがなかった。このことは，同
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時に，少年犯罪との関係で，旧少年法が刑法や刑事訴訟法に優先して適用されるも
のではなかったことを意味している。したがって，このような構造の旧少年法のも
とでは，本件のような問題が生じる余地もありえなかった。
2 その後，第2次大戦後に，当時の全米プロベーション協会策定の「アメリカ
標準裁判所法案」に倣って改正された現行少年法は(昭和 23年法律 168号)，少年
の非行一般(犯罪，触法，虞犯〔少1条・ 3条I項))を統一的に管轄するものとして
成立した。現行少年法には旧少年法に比べて多くの特徴が見られるが，少年犯罪の
扱いとの関係では，検察官先議主義から全件送致主義への転換を図ったことが特に
重要で、ある。何よりも，それは，犯罪の捜査機関に対して，少年の犯罪事件のすべ
てを家庭裁判所に送致することを義務づけるものであり，捜査段階限りでの事件の
終局を認めないものになっている(少41条・ 42条)。したがって，全件送致主義
は，検察官による事件の選別を否定する点、で， I検察官先議主義の排除」を意味し
ている。また，それと同時に，専門機関としての家庭裁判所だけに少年事件の扱い
の判断を委ねる点で， I家庭裁判所先議主義」を前提とするものであり， I家庭裁判
所専議主義」を認めるものでもある。
(2) 現行少年法における全件送致主義の具体的内容
少年法は，捜査機関による家庭裁判所への事件送致について，次のように規定し
ている。まず，罰金以下の刑に当たる犯罪については，司法警察員が，家庭裁判所
に直接に事件を送致するものとされている(少41条前段)。これは，家庭裁判所に
係属した後に刑事処分相当検送がありえない犯罪が対象になっているからであり
(少 20条 1項参照)，刑訴 246条本文に対する「直送事件jの特則(犯罪捜査規範210
条l項)と言われる扱いである。他方，禁鋼以上の刑に当たる犯罪については，司
法警察員が捜査を遂げた後に事件が検察官に送致され(刑訴246条本文，犯罪捜査規
範210条 1項)，検察官が家庭裁判所に事件送致することとされている(少42条1項
前段)。いずれの場合においても， I犯罪の嫌疑があると思料するときはん「これを
家庭裁判所に送致しなければならないj と明示されているところから，捜査機関は
すべての少年事件の送致(全件送致)を義務づけられているのである(送致強制主
義)。通常の事件送致手続の例外とされる「簡易送致手続J(昭和 25年8月14日家庭
甲235号家庭局長通達)も，全件送致主義の緩やかな運用を認めるものにすぎず，
全件送致主義を逸脱するまでのものではない。
また， I犯罪の嫌疑がない場合でも，家庭裁判所の審判に付すべき事由があると
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思料するときは，同様である」ともされている(少41条後段・ 42条l項後段)。この
場合の「家庭裁判所の審判に付すべき事由」とは，犯罪の嫌疑が否定された少年に
ついて，虞犯事由(少3条1項3号)の存在が認められることを意味している。した
がって，捜査機関は，犯罪少年または 14歳以上の虞犯少年(少3条2項参照)を発見
した場合には，例外なしに家庭裁判所への送致を義務づけられているのである7)。
以上のような少年法の構造からすれば，捜査機関による全件送致の義務が否定さ
れるのは，捜査対象となった少年が，犯罪少年でなく(犯罪の嫌疑が存在しないか，
嫌疑が不充分な場合)，かつ虞犯少年でもない場合に限られる。また，少年事件にお
いては非行事実とともに要保護性の認定・解明も重視されているが，捜査段階で
は，要保護性の不存在を理由として不送致を判断することは許されない。要保護性
の判断は，専門機関として事件を受理した家庭裁判所の専権に属するものだからで
ある(家庭裁判所専議主義)。
(3) 本件における検察官の対応の問題性
1 以上の点からすれば，本件における不起訴処分決定(その実質は不送致処分決
定)は，検察官が， Xを犯罪少年と虞犯少年のいずれにも当たらないと判断したこ
とを意味するものである。ところが，現行法制度のもとでは，少年事件の全件送致
が法的に義務づけられてはいるものの，実際にそれを確実に遵守させるための担保
や保障までは存在していない。そのため，少年時に不送致処分を選択した事件につ
いても，制度上は，成人後に改めて刑事訴追することが排斥されない構造になって
いる。本件の検察官の公訴提起は，まさに，そのような対応によるもので、あった。
では，そのような扱いは，何らの制約もなしに可能なのであろうか。この点につい
ては，一般に実務の運用に委ねられているが，年齢切迫や捜査の不備等によって家
庭裁判所の審判を受ける機会が失われた事案が散見され，その後の公訴提起の効力
が問題になった裁判例が見られる。そして，そうした下級審判例においては，成人
後の刑事訴追を違法・無効とするものと有効とするものに分かれている8)。
この問題について，最高裁は，注8)に引用した②の事案の上告審として， I捜査
官において，家庭裁判所の審判の機会を失わせる意図をもってことさら捜査を遅ら
せ，あるいは，特段の事情もなくいたずらに事件の処理を放置しそのため手続を設
けた制度の趣旨が失われる程度に著しく捜査の遅延をみる等，極めて重大な職務違
反が認められる場合においては，捜査官の措置は，制度を設けた趣旨に反するもの
として，違法となることがあると解すべきである」との一般論を明示したうえで，
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原判決の確定した事実関係のもとでは， i捜査に従事した警察官には，いまだ，前
示のごとき極めて重大な職務違反があるとは認めがたい」と判示した(最判昭和 44
年12月5日刑集23巻 12号 1583頁)。本件の弁護人と検察官はいずれも，この最高
裁判決の存在を前提にしながら，弁護人は，本件における検察官の対応は最高裁の
いう「極めて重大な職務違反が認められる場合」に当たるとし，検察官と横浜地裁
は，本件は「極めて重大な職務違反が認められる場合JIこ当たるとまでは言えない
とするものである。
2 どのような事情があれば「極めて重大な職務違反が認められる場合Jに当た
るかに関して，最高裁は，捜査の遅延が「手続を設けた制度の趣旨が失われる程度
に著し〔いJ ものであったかどうかという抽象的基準をあげ，意図的な捜査遅延と
いたずらな事件処理の放置を例示しているだけで，それ以上に具体的な判断基準に
ついては言及するところがない。したがって，捜査の遅延が「手続を設けた制度の
趣旨が失われる程度に著し〔いJ ものであったかどうかは，個別的・具体的に判断
する以外にはない。その際には，検察官の主観(意図)だけではなしに，事案に現
れたすべての事情を総合的に考察したうえで，判断することが要請されることにな
ろう9)。この点について，横浜地裁は， i本件公訴提起は適法で、あって，故意又は
重過失により公訴提起の裁量権を著しく逸脱し，重大な職務違反に該当する極限的
な場合に当たらず，公訴棄却すべき場合に該当しないことは明らかであるJとの結
論を示している。しかし，本件は，事実との関係でそのように断定してよいかが，
まさに間われていた事案で、あった。
本件の事案は，被害者(と思われる者)の回復を待つなど，成人後の公訴提起が有
効とされた注8)引用の④事例に類似する点もなかったわけではない。しかし， 16 
歳4カ月時点、での行為について， 19歳になる直前に不起訴(不送致)処分としたう
えで， Yからの検察審査会申立を契機として， 21歳になっていた Xの追加捜査に
はじめて着手し，捜査着手からわずか2カ月後には公訴提起が可能であるとの判断
に至った，という一連の事実を前提とすれば，捜査遅延の意図はなかったにして
も，いたずらに事件処理を放置したものと客観的に評価せざるを得ないように思わ
れる。本件の捜査の放置期間は，注8)に引用した①②③④のいずれと比べても，
不適切に長期にわたるものと言わなければならない。さらに，本件においては，検
察官による事前の判断が介入していなかった①②③④の事案(司法警察員の怠慢が
原因)とは異なり， -.Elは検察官みずからが主体的に不送致処分の判断をしていた
という事実が看過されてはならない。その点で，本件は，①②③④の事案に比べ
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て，検察官による放置の問題性が明らかなものである。
3 また，横浜地裁は，少年時にXを家庭裁判所に送致すべきであったとする弁
護人主張の被疑事実(無免許運転の常助)と検察官が公訴提起したXの被疑事実
(業務上過失致傷)とが異なるとして，検察官の対応が「全件送致主義に違背し，事
故時の運転，まして業務上過失傷害の事実について被告人の家庭裁判所での審判を
受ける機会を奪ったなどとは到底いえない」として，公訴提起を有効なものとし
た。こうした判示は，おそらく，後述する一事不再理効的な発想を前提とするもの
であろう。たしかに，弁護人の主張 (XとYのいずれが運転していたかが判明しなく
ても，少なくとも無免許運転の常助としてXを家庭裁判所に送致することはできたはずだ
とする)を前提としても，業務上過失傷害罪による成人後の刑事訴追については，
解釈論上，刑事訴訟法の一事不再理効が及ばないことはもちろん少年法の再審
判・刑事訴追遮断の効果が及ぶものではない(少46条)。その意味で，横浜地裁の
解釈論が正しい一面を持っていることは否定できない。しかし，このような解釈論
は，少年法の理念や運用を看過ないしは軽視するものと言わざるを得ない。弁護人
の主張の適否や評価を別にしても，本件の「事案全体」を考察した場合，一旦は不
送致処分とした少年事件について，成人後に改めて刑事訴追した検察官の対応は，
たとえ解釈論としては排除されていないにしても，実質的な観点、からは不適切なも
ので-あったと言わざるを得ないのである。
II 実質的観点、からの適切な実務運用への期待
(1) 本件と一事不再理効との関係
1 少年法は，審判を経て保護処分がなされた犯罪少年について，再審判または
成人後の刑事訴追を明示的に禁止している(少46条l項)。その実質は，一般に，
刑事訴訟手続における一事不再理効(憲 39条，刑訴337条1号)と同じ内容を規定
したものと理解されている。もっとも，本件は，直接的にせよ間接的にせよ，刑事
訴訟手続における一事不再理効が問題になった事案でもなければ，少年法上の再審
判・刑事訴追遮断効が問題になった事案で-もない。ただ，横浜地裁は，少なくとも
無免許運転の暫助として家庭裁判所に送致できたはずの事案であったとする弁護人
の主張に対して， I無免許運転の常助の事実と本件業務上過失傷害の事実とは，両
立しない関係にはあるが，両者は，その罪質，被害法益，態様等，その主要な犯罪
構成要素を全〈異にし，公訴事実の同一性を欠く」と判示するところから明らかな
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ように，たとえ無免許運転の需助でXが家裁送致されていたとしても，成人後の
業務上過失傷害罪による刑事訴追は許容されたはずであるという仮定にもとづい
て，検察官の対応を追認するものとなっている。その意味で，横浜地裁の判断は，
一事不再理効的な発想にもとづくものであると言ってよい。
しかし，少年法と刑事訴訟手続との聞の断絶のなかで生じる問題については，条
文解釈による一義的な解決は必ずしも適切なものではなしむしろ，実質的な観点
からの適切な実務運用こそが要請される場面が指摘されていた。本件の事案も，ま
さにそのようなものであったと思われる。その意味では，こうした事案に対する従
前の対応を参考にすることが許されよう。
2 横浜地裁は，両立しえない事実であっても，その評価が異なれば公訴事実の
同一性が認められない(一事不再理効の及ぶ範囲にない)と判示した。その背景に
は，実体裁判の拘束力に関する昭和 40年の東京高裁判決が考慮されているのかも
しれない。それは， Yによる業務上過失傷害の事実について， Yの「身代わりJと
なったXに業務上過失傷害罪の判決が確定した後に， Xによる「身代わり」の事
実が発覚したため，改めてXを犯人隠避罪で起訴したという事案で、あった。東京
高裁は， Xに対するこのような起訴は， I矛盾であり，混乱であって……〔前訴に対
する〕確定判決は再審手続により速やかに是正されて然るべきものである」としな
がらも，後訴を適法である(前訴に対する確定判決の拘束力は後訴に及ばない)として
原審の有罪判決を維持した(東京高判昭和40年7月8日高刑集 18巻 5号 491頁)。こ
の事案における Xの業務上過失傷害と犯人隠避とは，一連の事実の評価として両
立しえないものである。同様の関係は，本件における Xの無免許運転の帯助と業
務上過失傷害との聞にも見られる。したがって，昭和 40年の事案で後訴が許容さ
れるのであれば，本件の成人後における起訴も許容される可能性を否定できない。
横浜地裁は，そのように考えたのかもしれない。
たしかに，無免許運転罪の常助で家庭裁判所に送致すべきで、あったとする弁護人
の主張を前提として， Xが少年時に家裁送致されていたと仮定しでも，本件の業務
上過失傷害罪での刑事訴追は，少年法46条の解釈論からは許容されることにな
る。再審判・刑事訴追が禁止される「審判を経た事件jの範囲は，刑事訴訟におけ
る一事不再理効の及ぶ範囲と同様に，公訴事実の同一性の有無によって判断されて
いるからである(最決昭和 36年9月初日刑集 15巻8号 1501頁)10)。しかし，そのよ
うな解釈論的な帰結であっても，実質的な観点からは，必ずしも常に妥当とされる
わけではないことに注意を要する。特に，本件では，全件送致主義のもとで検察官
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が不送致処分とせざるを得なかったことが，問題の発端であったことを看過するわ
けにはいかない。そもそも，昭和40年の東京高裁判決についてさえ，端的に実体
裁判の拘束力(一事不再理)に違反するとの見解から，公訴棄却を主張する立場が
ある11)。また，拘束力までは認めない立場においても，確定判決と矛盾する判決
を目的とする公訴提起は適正手続に反するとして，公訴棄却を主張する立場も見ら
れる12)。事実の評価の点で類似の問題が扱われた本件においても，このような有
力学説の主張に真撃に耳を傾ける必要があったように思われる。
(2) 昭和 40年最高裁大法廷判決における
適切な実務への期待
1 実質的な観点からの考察に重要な手がかりを与えるのが，少年事件における
一事不再理効が争われた昭和40年最高裁大法廷判決の事案であり，その概要は次
のようなものであった。成人間近の少年によるひき逃げの事案について，業務上過
失傷害罪と旧道路交通法違反(報告義務違反)で検察官から事件送致を受けた家庭
裁判所は，前者の事実について検察宮送致決定をする一方で，後者の事実について
は，事故の報告義務を定めた道交法の規定が憲法38条 1項に違反することを理由
に，非行事実が存在しないとして，審判不開始決定をした(旭川家決昭和 35年9月
22日判例時報288号 30頁)。その後，検察官は，少年が成人するのを待って，検察
官送致決定のなされた業務上過失傷害罪と非行事実なしとされた報告義務違反の事
実とを併せて公訴を提起した。この事案は，交通事故の報告義務違反に対する処罰
規定を合憲とする大法廷判決(最大判昭和 37年5月2日刑集 16巻 5号495頁)の 2
年前に家庭裁判所で違憲判断がなされたものであり，違憲判断の是非を争うために
は，成人後に刑事訴追をする以外に方策がなかったという特異性に注意しなければ
ならない。
第一審は，一事不再理の趣旨から被告人を免訴とし，控訴審においても第一審の
判断が維持された(札幌高判昭和 37年8月21日高刑集 15巻6号473頁)。検察官の上
告を受けた最高裁は，少年法における事実上または法律上の判断は少年法に特有の
目的達成のためになされるものであり， ["同じく事実又は法律に関する判断であっ
ても，刑事訴訟において，対審公開の原則の下に，当事者が攻撃防禦を尽くし，厳
格な証拠調を経た上で，刑罰権の存否を決定するためになされる事実認定又は法律
判断とは，その手続を異にするjから， ["審判不開始の決定が事案の罪とならない
ことを理由とするもので、あっても，これを刑事訴訟における無罪の判決と同視すべ
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きではなしこれに対する不服申立の方法がないからといって，その判断に刑事訴
訟におけるいわゆる既判力が生ずることはないものといわなければならないjとし
た(最大判昭和40年4月28日刑集19巻3号240頁)。こうした結論は，少年法46条
(平成22年改正前の条文)の文理解釈からの素直な帰結であると言ってよい。
2 他方，本判決には，奥野健一裁判官の補足意見のほか，山田作之助裁判官，
柏原語六裁判官，田中二郎裁判官の各反対意見が付されていた。それぞれの反対意
見の内容は必ずしも同一ではないが，その前提となっていた共通認識は，少年法
46条の文理解釈によっては適切な解決が導けない(成人後の刑事訴追を排斥できな
い)と考えるところから， 46条の解釈論とは異なる根拠にもとづいて，審判不開
始決定に再審判・刑事訴追遮断効を認めようとするものであった。さらに， 46条
の文理解釈を根拠とする法廷意見においでさえ，同一事件について何らの制約もな
しに成人後の起訴を認めることの実質的な不都合は明らかに自覚されており， I検
察官に対し，家庭裁判所が少年事件についてした要保護性の存否に関する判断を十
分考慮した上適切妥当な裁量をするように期待すべきであるJとして，実務の適切
な運用への期待が表明されていたことに注意しなければならない。
このような反対意見および法廷意見における対応の背景には，違憲判断を理由と
して審判不開始決定がなされた事案において，少年審判への関与を一律に排除され
ている検察官としては，成人後の起訴によって違憲判断を争う以外には方法がな
かった， という極めて例外的な事案の特殊性が考慮されているように思われる。ま
た，学説にも，このような場合に限って成人後の起訴を認めてよいとするものがあ
る13)。したがって，昭和40年の大法廷判決においては， このような特殊な事情の
ある場合を例外として，検察官の良識にもとづいた適切な運用(成人後の刑事訴追
を控えること)が，暗黙のうちにも当然の前提とされていたと言ってよい。昭和 40
年判決の事案においては，業務上過失傷害罪の部分は刑事処分相当検送がされてい
たこともあり，家庭裁判所による違憲判断という稀有な事情さえ存在しなければ，
成人後の刑事訴追はされることがありえなかった(検察官の適切な対応がなされてい
た)ように思われる。
3 他方，本件の事案は，本来的に一事不再理効が全く問題になりえない点で，
家庭裁判所による審判不梼始決定の効果が問題になった昭和40年の事案とは明ら
かに異なっている。しかし，一事不再理効を否定した昭和40年大法廷判決さえも
が，通常の検察実務の適切な運用の必要性にわざわざ言及した趣旨(実質)は，事
案の異なる本件においても充分に尊重されなければならない。ましてや，一事不再
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理効的な考え方を前提とするように思われる横浜地裁については，その要請はより
強〈妥当すべきものであった。
また，それ以上lこ，検察官が一旦は不送致処分を選択していた本件においては，
成人後の公訴提起は全件送致主義を無視した対応と評価することさえ不可能ではな
いから，検察実務の適切な運用に対する要請は，昭和 40年判決の事案以上に強い
ものがあったと言わなければならない。そして，この点との関係でも，事故から 3
年聞を経た後の不送致処分判断と，その直後の検察審査会への申立てを契機とした
追加捜査の開始，そして 2カ月程度の捜査にもとづく公訴の提起という一連の経過
の「実質」をどのように評価するかが間われていたのである。このような捜査の過
程・あり方を弁護人は痛烈に批判していたが，検察官と横浜地裁は，検察官の主観
のあり方や一般的な問題としてではなく，具体的な事実にもとづいて正面から答え
るべきで、あったように思われる。
(3) 調布駅南口事件判決とその後の検察官の対応
1 また，調布駅南口事件判決，特にその後の検察官の対応は，本件の扱いに大
きな示唆を与えるものである。事案の概要は， 5人の者が調布駅南口駅前路上で複
数の若者に襲撃され，被害者のひとりが全治3週間を要する傷害を負ったというも
のであるが，その後の経過は相当に複雑で、ある。事件発生の 2カ月後に S，K， 
M， 1， C， H， Tの7少年が逮捕され，東京家裁八王子支部に送致された。家裁の
審判では， S以外の少年は事件との関わりを否定したが，非行事実なしの不処分決
定を受けたHを除き，全員に保護処分決定がなされた。これに対し， SとHを除
く全員が，無実を主張して高等裁判所に抗告した。
抗告審の東京高裁は， Sや目撃者等の尋問を含めて集中審理を行ったうえで，非
行事実を認定した原決定には事実誤認の疑いがあるとして，原決定を取り消し，事
件を家庭裁判所八王子支部に差し戻した。差戻審では，捜査機関に補充捜査の機会
が与えられた結果，成人していたTに年超検送決定がなされ，まだ少年であった4
人については， Mが非行事実なしの不処分決定を受ける一方， K， 1， Cが刑事処
分相当の検送決定を受けた。家庭裁判所から送致を受けた東京地検八王子支部は，
T， K， 1， Cのほか，不処分決定を受けたM も含めた5人を東京地裁八王子支部
に起訴した。
2 第一審は，少年時に起訴された Cについて証拠調べに入らずに結審し，公訴
棄却(刑訴338条4号)の判決を言い渡した(東京地八王子支判平成 7年6月20日判
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例時報 1536号 27頁)。裁判所は，少年保護事件における保護処分決定に対する抗告
にも刑訴法402条と同様の不利益変更禁止原則の適用があるとして，少年院送致決
定を不利益に変更する検察官送致決定にもとづく公訴提起(起訴強制)も違法・無
効なものとしたのである。他方，検察官の控訴申立てを受けた控訴審は，少年審判
手続にも不利益変更禁止原則の適用があるとした第一審判決の判断を是認しながら
も，検察官送致決定は家庭裁判所の手続上の中間的処分にとどまり，その段階では
不利益性を認められないから，検察官送致決定には違法はなしそれを受けた公訴
提起も有効であるとして，第一審判決を破棄し，東京地裁八王子支部に差し戻した
(東京高判平成8年7月5日高刑集49巻2号 344頁)。
被告人側の上告を受けた最高裁は，上告趣意の適否には触れず，それまでの審理
経過を摘示したうえで， Cに対する公訴提起を違法・無効なものとして控訴審判決
を破棄し，最高裁の判断と結論的に一致する第一審判決を維持すべきものとした
(最判平成9年9月18日刑集51巻8号571頁)。最高裁判決は， I刑事処分は，少年に
とって，保護処分その他同法の枠内における処遇よりも一般的，類型的に不利益な
ものとしていると解するのが相当であるj としているところから，一般に，少年法
における不利益処分禁止原則を判示したものと理解されている。その後， Cと同様
に検送され公訴提起されたT，M， K， 1については，検察官が公訴を取り消すに
至っている。
3 調布駅南口事件は，少年院送致決定を受けたCを成人後に刑事訴追すること
の可否と適否が問題となったもので、14)，本件とは事実関係も大きく異なり，最高
裁の判示も本件に直接的に関係するところはない。他方，不処分決定を受けたM
の刑事訴追との関係では，検察官が不送致の判断をした本件の問題と実質的に共通
するところがある。少年法46条の解釈論としては， M に対する刑事訴追には刑事
訴追遮断効が及ぶことはない。それにもかかわらず，検察官は， M に対する公訴
を取り消すという対応に出た。調布駅南口事件における公訴の取消しについては，
その理由は必ずしも明らかではないが，被告人の救済という実質に配慮したものだ
とする指摘が見られる15)。その意味では，昭和40年の大法廷判決が言及した，少
年法における適切な実務運用への期待が果たされたものと見ることもできる。
刑事訴追遮断効が本来的には問題になりえない本件においても，一事不再理効が
及ばないことに言及する横浜地裁としては，実質的な問題の共通性に着目すれば，
調布駅南口事件における検察官の対応に意を用いるべきであったように思われる。
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(4) 少年犯罪の非常救済(再審)における動向
1 一事不再理効に関する動向以外に，少年事件の救済方法に対する学説・実務
の対応とその後の立法動向も，実質的な観点から妥当な結論を実現しようとする対
応の例として参考になる。
司法過程としての側面を重視する現行少年法は，違法・不当な保護処分決定を是
正するための抗告権を少年側に認める(少 32条)一方で，保護処分の事後的な取
消しゃ変更を否定し，競合する処分を調整するための保護処分の取消しだけを認め
る(少 27条)ものとして成立した。その後， 20歳以上の者が年齢を偽って少年と
して審判・保護処分を受ける事例が多発したことを背景として， r本人に対し審判
権がなかったこと」を理由とする保護処分の取消し(少 27条の 2)を新設して対応
することになった(昭和 25年法律98号)。しかし，同条は，年齢誤認、等を理由とす
る形式的審判権の不寄在の場合だけに適用されるものとされ(形式的審判条件説)， 
非行事実の誤認にもとづいて保護処分に付された場合には適用がないと解されてい
た16)。他方，形式的審判条件説に対しては，その理論的前提とともに結論の不合
理さが厳しく批判され，実務において，非行事実不存在の場合も「本人に対し審判
権がなかったこと」に含まれるとの解釈を前提とした運用が確立していくことに
なった。昭和30年代には，非行事実の不存在を理由として少年院送致決定を取り
消した裁判例(熊本家決昭和 33年11月27日家庭裁判月報 12巻 10号201頁)をはじ
めとして，このような運用が徐々に一般佑していくようになり，昭和 50年代には
実務としてすでに確立したものになっていたようである17)。
また，こうした実務と並行して，立法による問題の根本的な解決の必要性が指摘
され， 1977年の法制審議会「少年法改正lこ関する中問答申」においても， r本人及
び関係人の名誉の回復を図るJことが「少年の人権を保障する上から是非とも必
要」であるとする認識を前提として，刑事再審に類似した非常救済制度の新設の必
要性が指摘されていたところである 18)。しかし，そのような根本的解決の方向
は，実現されるまでには至らなかった。
2 立法による根本的な解決の見通しが立たないなか，最高裁は， 1983年の柏事
件決定において，極めて注目すべき判断を示した。事案の概要は， 11歳の少女を
ナイフで殺害したという非行事実にもとづいて医療少年院に送致された少年が保護
処分の執行中に犯行の否認に転じたことを契機として，附添人が凶器等の証拠を改
めて点検した結果，少年が犯人でないことを確信し，少年に対して審判権がなかっ
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た(非行事実の不存在)にもかかわらず保護処分にしたことを認めうる明らかな証
拠を発見したとして，保護処分取消申立書を千葉家裁松戸支部lこ提出したというも
のであった。この附添人の申立ては，非行事実が不存在の場合にも 27条の2によ
る保護処分の取消しができるとする，それまでの実務で確立されてきた運用を前提
とするもので、あった。これに対して，千葉家裁松戸支部は，少年院送致決定を取り
消さない旨の決定をし(昭和 58年1月20日)，抗告申立てを受けた東京高裁は，保
護処分不取消決定は少年法 32条の抗告対象でないことなどを理由として抗告を棄
却した(昭和 58年2月23日)。
附添人からの再抗告に対して，最高裁は，再抗告趣意(憲法違反)に対する判断
を留保したままで職権調査を遂げ，裁判官全員一致の意見によって原決定を取り消
し，事件を東京高裁に差し戻した。最高裁は， r少年法の定める少年保護事件の手
続は，少年の健全な育成主保護を窮極の目的とするものではあるが……〔そ〕の目的
のもとにされる保護処分が，一面において，少年の身体の拘束等の不利益をも伴う
ものである以上，保護処分の決定の基礎となる非行事実の認定については，慎重を
期さなければならないので、あって，非行事実が存在しないにもかかわらず誤って少
年を保護処分に付することは，許されないというべきである。そして，誤って保護
処分に付された少年を救済する手段としては，少年法が少年側に保障した抗告権の
みでは必ずしも十分とはいえないのであって，保護処分の決定が確定したのちに保
護処分の基礎とされた非行事実の不存在が明らかにされた場合においても何らかの
救済の途が聞かれていなければならない」とする前提から， r現在，少年審判の実
務においては，少年法27条の 2第 1項(!こは〕……非行事実がなかったことを認め
うる明らかな資料を新たに発見した場合を含むという解釈のもとに，同項を保護処
分の決定の確定したのちに処分の基礎とされた非行事実の不容在が明らかにされた
少年を将来に向かって保護処分から解放する手続をも規定したものとして運用する
取扱いがほぼ確立されており，同項に関するこのような解釈運用は……十分支持す
ることができる」とし，誤った事実認定にもとづく保護処分が継続している場合の
取消しを認めた(最決昭和 58年9月5日刑集37巻7号901頁)。
こうした柏事件決定は，少年保護事件手続に刑事訴訟の再審に相当する規定が寄
在しない状況のもとで， 27条の 2の文理を超える解釈によって問題の実質的な解
決を図ってきた実務を最高裁が明示的に追認したものとして，一般に積極的な評価
が与えられていた19)。また，裁判官の一致した意見として，実質的な観点から適
切な結論を得ようとした点では，一事不再理効に関する昭和 40年大法廷判決以上
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に徹底したもので、あったと言うことができょう。
3 その後，草加事件決定において，柏事件決定と同様の趣旨が明示的に再確認
された。草加事件は，女子中学生に対する強姦・殺人等の非行事実にもとづいて少
年院で保護処分を執行された(少年事件としては決着がついた)後に，民事事件(被
害者側からの損害賠償請求訴訟)において最高裁が非行事実の認定部分を破棄し，
「賓罪」であることを指摘したという点で(最判平成 12年2月7日判例時報 1705号
32頁)，極めて深刻で重要な問題を提起するものであった20)。ただ，本稿との関係
では，保護処分が終了した 5人の(元)少年が 27条の 2による保護処分の取消しを
求めたのに対して，浦和家裁が申立てを却下し，抗告審の東京高裁も抗告を棄却し
た点が重要で-ある。
再抗告の申立てに対して，最高裁は，再抗告申立時に成人になっていた3人につ
いては， I少年法27条の 2第 1項は，保護処分の決定の確定した後に処分の基礎と
された非行事実の不存在が明らかにされた少年を将来に向かつて保護処分のから解
放する手続等を規定したものであって，同項による保護処分の取消しは，保護処分
が現に継続中である場合に限り許され，少年の名誉の回復を巨的とするものではな
いJとして棄却し，再抗告申立後に成人になった 2人については， I両名に対する
保護処分の執行は終了したから……もはや不服申立の利益を欠き不適法であるJと
して棄却した(最決平成3年5月8日家庭裁判月報43巻9号 68頁)。こうした草加事
件決定によって， 27条の 2の取消対象となる保護処分について柏事件決定の趣旨
(非行事実の誤認による保護処分を合むが，現に継続中の保護処分に限る)が再確認、され
るとともに， 27条の 2が名誉回復を目的とする規定でないことが明らかにされ，
27条の 2にもとづく救済的運用が明確に限界づけられることになった21)。
4 柏事件決定および草加事件決定によって確認された方向性は，さらに一歩を
進めた形で， 2000年の少年法改正において明文化されることになった。 2000年改
正は， 27条の 2の改正に際して，審判権が存在しなかった場合の保護処分取消の
条文をそのまま維持したうえで(l項)， I保護処分が終了した後においても，審判
に付すべき事由の存在が認められないにもかかわらず保護処分をしたことを認め得
る明らかな資料を新たに発見したときは，前項と同様とする。ただし，本人が死亡
した場合は， この限りでない」とする 2項を新設したのである。これによって，非
行事実不寄在を理由とする保護処分の取消しが正面から認められるとともに，本人
が生存していることを条件として，保護処分終了後の事後的取消も認められること
になった22)。また，これによって，保護処分取消決定に遡及効を認める根拠が与
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えられただけでなく，誤った保護処分による身体・自由の拘束や制限に対する補償
が，保護処分の継続中と終了後で区別されるという説明困難な状況も解消されるこ
とになった(少年補償法2条 2項参照)。
他方，本人死亡後の取消しを明示的に否定する 2項但警が設けられたことによっ
て，非行事実不存在の場合の取消しについても，本人の名誉回復を目的とするもの
ではないことが明らかにされ，誤った有罪判決からの名誉回復を目的とする再審を
も認める刑事訴訟法との不整合は解消されることがなかった。ただ，少年事件にお
ける救済については，このような限界はあるものの，実質的な観点から文理を超え
る解釈によって妥当な結論を目指した学説と実務の動向が，柏事件決定と草加事件
決定によって最高裁の受け入れるところとなり，その後の立法として実現したこと
は23)，本件の扱いを考える際の前例となりうるものである。
IV むすびに代えて
以上，本件における検察官の対応と横浜地裁の判断について検討してきた。結論
としては，検察官の対応と横浜地裁の判断は，いずれも，解釈論的な帰結(形式
論)としては否定されるものではないが，実質的観点(実質論)からは「適切なも
ので、はなかった」と言わなければならない。冒頭に述べたように，少年犯罪に対す
る少年法と刑事訴訟手続との聞には，密接な連携が見られる一方で，大きな断絶も
見られる。そして，本件のような深刻な問題が生じるのは，両者の断絶が見られる
場面においてである。そうした問題に対処するためには，最終的には立法による統
一的な解決が望ましいが，それが実現しないうちは，解釈論的な一貫性だけでな
く，実質的考察にもとづく適切性を重視して解決しなければならない事態もある。
文理解釈による法的安定性が望ましいことは否定できないにしても，他方では，実
質的観点・考察から適切な解決を求めざるを得ない場合のあることも否定できな
い。そのような必要性は，昭和 40年大法廷判決の法廷意見が認めるところでもあ
り，調布駅南口事件の M に対する公訴の取消しに見られたところでもある。ま
た，何よりも，少年に対する救済制度との関係で，実質的な観点から適切な結論を
求めた学説が実務を主導し，一定の立法的解決に至ったことは看過すべきでない。
本稿において，事実関係と問題点が本件とは大きく異なるこれらの事案とその動
向を紹介し，参考にすべきだとしたのも，実質的観点、からの考察の必要性という点
で，それらの前例が本件と共通していると考えたからにほかならない。
145 
なお，そうした共通性に着目するだけではなし本件の特徴として，少年時には
不起訴処分(不送致処分)としたうえで，その旨を被疑者に通知していたという事
実があったことが特に重視されなければならない。本件は，不起訴処分という検察
官の判断がなされた事案で、あったにもかかわらず，極めて短期間の追加捜査にもと
づいて改めて成人後に刑事訴追をしたこととの関係では， r検察官同一体の原則」
を前提とする検察組織の対応としての是非も問われかねないもので、あった。
本件の控訴審においては，解釈論的な正しさだけを求めるのではなく，本件の問
題性を直視したうえで，実質的な観点からも「適切」だと言えるような判断がなさ
れることを強〈期待するものである。
注
1) 2000年の少年法改正(平成 12年法律142号)までは，犯行時に 14歳以上であっ
ても，送致時に 16歳未満の者については，検察官に送致することが一律に禁止され
ていたため(少旧20条但書)，刑事処分の前提となる刑事訴訟手続の対象とするこ
とができず，刑法上の「犯罪jに該当する非行の一部を刑事処分に付すことができ
なかった。このような対応は，刑法41条との不整合は見られたものの，少年の健全
育成という観点(少 1条)から，おおむね肯定的に評価されていたところである。
こうした状況のもとで， 2000年改正は旧 20条但書を削除し，行為時14歳以上の少
年の犯罪について，刑事処分相当性が認められる以上は例外なしに検察官に送致す
る「可能性」を認めた(少20条1項)。また， 20条2項を新設することによって，
罪種と行為時の年齢を要件として，刑事処分相当性を「推定する」ことを認めた。
20条2項の新設は，少年犯罪における保護処分相当性と刑事処分相当性の判断構造
を逆転させるものであり，一般には「原則逆送制度」と呼ばれている。このような
状況が生じたことから， 2000年改正以降は，少年の健全育成という少年法の目的を
どのように具体化し，実現していくかが，実務と学説において大きな課題となって
いるのである。
2) 刑事処分相当を理由として検送される少年事件は，かなり例外的な存在であると
言ってよい。最高裁判所事務総局家庭局「家庭裁判事件の概況ー少年事件j家庭裁
判月報63巻2号 (2011年)54頁によれば，司法統計年報と最高裁判所資料にもと
づく 2009年度の数字は，簡易送致事件を除く少年保護事件総数108，310人のうち，
4，205人 (3.9%)が刑事処分相当検送によって終局している。また，少年保護事件
全体に占めるその割合は，経年的に見ても，それほど大きな変化は見られない。
3) このような実務は，行為時基準を明示する規定(少51条・ 60条)の文理解釈か
ら導かれるものであり，学説においても広〈支持されているところである。団藤重
光三森田宗一『新版少年法〔第2版H(有斐閣， 1984年)21頁，田宮裕=虞瀬健二
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編『注釈少年法〔第3版H(有斐閣， 2009年)34頁。裁判例として，最判昭和 24
年9月29日刑集3巻 10号 1620頁，最決昭和 34年 7月3日刑集 13巻 7号 1110頁
など。
4) 年超検送も，刑事処分相当検送ほど多くはないが，毎年，一定数の例が見られ
る。ちなみに，最高裁事務総局家庭局・前掲注2)54頁によれば， 2009年度におい
ては， 2，294人(少年保護事件総数の 2%)であった。
5) 他方，公訴提起後に少年であることが判明した場合には公訴が棄却され(東京地
判昭和 54年6月 11日家庭裁判月報32巻5号 106頁，宇都宮地判平成3年7月 11
日家庭裁判月報44巻 1号 162頁)，成人か少年かが確定できない場合には少年とし
て扱われることになる(東京地判平成9年2月25日判例時報 1614号 146頁)。この
ような扱いは，少年法(特別法)が刑法・刑事訴訟法(一般法)に優先適用される
ことからの帰結である。
6) 横浜地判平成 22年 12月22日判例集未登載。本件の資料については，横浜弁護士
会所属の松木崇弁護士から提供を受けた。なお，本稿は，本件の控訴審(東京高
裁)に提出した弁護側の意見書に加筆したものである。
7) 他方，触法少年(14歳未満)と 14歳未満の虞犯少年については，捜査機関は原
則として介入できないだけでなく，児童福祉機関先議主義が前提とされていること
から(少3条2項)，児童福祉法25条にもとづいて児童相談所に通告することにな
る。なお， 2007年改正(平成 19年法律68号)によって，触法少年の一部が捜査機
関の調査対象とされることになったが(少6条の 6)，それらについては児童相談所
への送致が義務づけられている(同 l項)。
8) 公訴提起を違法・無効として公訴棄却したものとしては，① 18歳 7カ月の少年
による無免許運転の事案で，被疑者の所在を捜査するため，検察官への事件送致に
約 1年8カ月を費やした場合(仙台高判昭和42年 10月17日高刑集20巻5号 699
頁)，② 19歳3カ月の少年による業務上過失傷害の事案で，一件書類等の引き継ぎ
等に遅延が生じた場合(仙台高判昭和 44年2月18日判例時報561号87頁)，③ 19 
歳2カ月の少年による業務上過失傷害の事案で，捜査完了後に捜査記録を担当警察
官が漫然と手許に放置していた場合(広島高判昭和 44年7月29日判例タイムズ
237号257頁)，がある。他方，公訴提起を適法としたものとしては，④ 18歳6カ
月の少年による業務上過失傷害の事案で，捜査担当変更後も捜査を引き継がず，被
害者の回復を待つなどしていたため，その後の処理を失念していた場合(東京高判
昭和43年 10月28日判例時報546号96頁)がある。
9) 船田三雄「少年の被疑事件につき捜査等に臼時を要したため家庭裁判所の審判iを
受ける機会が失われたときと捜査手続の違法 その他Jr最高裁判所判例解説刑事
篇昭和 44 年度~ (法曹会， 1970年)464頁以下参照。
10) なお，栗田正「少年法第46条にいう『審判を経た事件』の意義Jr最高裁判所判
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